
秘密保全法に反対する

　愛知の会　学習会
2012年５月１３日（日）
   13：30～16：00
名古屋ＹＷＣＡ　404号室
　地下鉄「栄」東5番出口より東へ2分
   http://www.nagoya-ywca.or.jp/mapfiles/ywcamap.htm

　本国会では「秘密保全法」の上程は先送りされました
が、政府は次期臨時国会への上程を引き続き目指して
着々と準備をしています。

　いまなぜ「秘密保全法」なのか。国民にその実態が知ら
されないまま、成立がたくらまれています。

　何を秘密とするのか、誰が決めるのかまったく明らかに
なっていません。国が国民に都合の悪い情報を知らせな
いようにする、情報管理の悪法です。

　震災がどんなことが起こっても、原発でどんな事故が起
こっても、自衛隊が他国機を撃墜しても、「秘密」の名の下
に管理され、国民が知る権利を奪われる法律です。

■学習会内容■
 秘密保全法はどんな社会をもたらすか
     ・秘密保全法の危険性
　　 ・自衛隊情報保全隊判決との関係
　講師：中谷雄二弁護士
　   （秘密保全法に反対する愛知の会　共同代表）

　質疑など

入場無料　どなたでもご参加できます。

主催：「秘密保全法に反対する愛知の会」　http://nohimityu.exblog.jp/
　  連絡先　弁護士法人名古屋南部法律事務所　TEL 052-682-3211 FAX 052-681-5471

※4/16（月）、5/14(月）、5/28（月）　　
　いずれも12時～13時まで、
　名古屋市栄バスターミナル前（噴水南）で
　街頭宣伝を行っています。



秘密保全法に

●● わたしたちのプライバシーが「調査」される？！ ●● 
●● わたしたちの私生活が「監視」される？！ ●● 

●● 大事な情報が「隠される」！？ ●● 
●● 秘密の範囲が分からなくても「罰せられる」？！  ●● 

反対します！
秘密保全法に反対する愛知の会
http://nohimityu.exblog.jp/
秘密保全法に関する最新情報を発信しています
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秘密保全法制は、保護する「特別秘密」の範囲を①国の安全、②外交、
③公共の安全及び秩序の維持の三分野としており、かつての国家
機密法案以上に広範です。また、秘密とするか否かを決めるのは
情報を保有する行政機関で、第三者によるチェックもありません。
政府の都合によって、例えば自衛隊、原発、ＴＰＰ交渉など、私
たちの生活に関わる様々な重要情報が隠されてしまいます。

秘密とされた情報について、公務員だけでなく、研究者や民
間企業の技術者・労働者などにも秘密保持義務が課され、漏
えいは、内部告発や過失（不注意など）であったとしても処
罰の対象とされます。また、行政機関によって秘密とされた
情報の取得行為も処罰の対象とされることがあります。
しかも、情報を取得できなくても、取得行為を実施しなくても、
教唆、共謀、扇動行為として独立して処罰されます。
処罰の最高刑は懲役１０年といわれています。国民の様々な
活動に最高１０年の懲役刑という重罰が科せられることにな
ります。

様々な国民に秘密保持義務が課せられて、その漏えいが処罰され
るばかりでなく、マスコミによる取材活動や一般市民による情報
公開要求など情報へのアクセスも処罰の対象とされ、官憲による
捜査の手や処罰の危険が及びます。そのため、国民の生活に関わ
る重要な情報を入手したとしても、処罰を覚悟しない限り、社会
に発信したり、マスコミに伝えることができなくなります。取材
なども著しく制限されることになり、国民の知る権利、表現の自
由や学問・研究の自由などの様々な権利、自由が危機にさらされ
ます。国政に関する情報は国民に公開されるのが原則であるはず
なのに、国民はそれを知ることも議論することもできなくなって
しまします。

「適性評価制度」といって、行政機関や警察が、秘密を取り扱
わせようとする者について、本人及び配偶者等の関係者に対し
ても、職歴、活動歴、信用状態、通院歴等の調査を行い、選別
することを可能とする制度も導入されようとしています。例え
ば、借金など弱みを握られて情報を漏らすおそれがないかどう
かと金融機関が調査されたり、精神的状態に問題はないかと通
院している病院まで調査されます。
公務員だけでなく民間の業者や労働者も対象となり、多くの国
民がプライバシー侵害、思想・信条による差別などの人権侵害
の危険にさらされます。

秘密保全法制の４つの危険
5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5  

その１ 国民に隠される大事な情報 

その３ 知る権利を侵害、
市民の自由を抑圧

その２ 広く市民まで重罰で処罰

その４ 国民を監視し選別する
「適正評価制度」

今私たちの知る権利や、 私たちのプライバシーが侵害される、
たいへん危険な法律の成立がすすめられています。
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